
様式第15（第32条関係）（平13経産令229・全改、平24経産令81・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 石油精製業変更届出書 年月日 経済産業大臣殿 届出者商号、名称 氏名 （法人にあっては、代表者の氏名） 住所 石油の備蓄の確保等に関する法律第26条第2項の規定により、次のとおり届け出ます。 変更事項 変更前 変更後 変更（予定）年月日 変更の理由 備考1用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 2変更事項の欄には、法第26条第1項第1号から第6号までのうち、変更する事項を記載すること。 3法第26条第1項第3号から第5号までに規定する事項を変更する場合は、「変更年月日」を「変更予定年月日」とすること。 4「製造場の所在地」、「特定設備の種類及び処理能力」又は「石油の種類ごとの貯蔵施設の貯蔵能力及び所在地」を変更する場合は、当該変更の明細を記した書面を添付すること。  


